別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：防災費　目：防災総務費
	事業名: 防災サポーターズ強化等支援事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　知事直轄　危機管理部門　防災課　防災支援係　電話番号：058-272-1111（内2747）
　　　　　　　　　　　E-mail：c11115@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：2,268千円（前年度予算額：1,044千円）
	要求内容


	１　要求の内容


県では「自らの命は自ら守る　みんなの地域はみんなで守る」という防災の基本理念の浸透と地域防災力の向上を図るため、災害図上訓練の指導者養成等の事業を推進してきた。しかし、今後、南海トラフ巨大地震などの「超」広域災害の発生に備えるため、さらなる地域防災力の向上に取り組むとともに、様々な分野における総合的な防災知識を有する防災リーダーを育成・活用していくことが急務であるため、人材育成の強化に向け必要な取り組みを実施する。
（１）災害図上訓練（ＤＩＧ：ディグ）指導者養成講座
災害図上訓練は、県民に自分たちの住んでいる地域における災害時の危険箇所、　避難所の位置などを知り、自ら避難経路や避難方法を考える訓練であり、自助、共助の取り組みを行ってもらう契機として有効であることから、主に地震災害を対象とし、平成16年度から実施している。
災害図上訓練を多くの地域で実施できるよう、平成24年度に引き続き指導者の養成を行う。
（２）災害図上訓練（ＤＩＧ）風水害スキルアップ養成講座　
平成22年に発生した「７・１５豪雨災害」の検証結果から、広く県民の方々に、避難勧告等の意味、地域の水害の危険性や避難経路などを知り、迅速・的確な避難行動をとっていただくため、洪水ハザードマップや土砂災害ハザードマップ等を活用した災害図上訓練を平成23年度から実施している。
・平成25年度も引き続き、「短期的・局地的豪雨災害」についての知識、風水
　害を対象とした災害図上訓練を実施するための技術の取得を目的とした『災害
　図上訓練（ＤＩＧ）風水害スキルアップ研修』を実施する。
・受講対象者はこれまでに災害図上訓練（ＤＩＧ）指導者養成講座を受けた受講
者とし、受講後、地域で災害図上訓練を実施していただくことで、人材を有効
に活用する。
（３）災害ボランティアコーディネーター養成講座　
災害時における公助の取組みには限界があることから、ボランティアの役割は必要不可欠であり、各地から被災地に集まってくるボランティアをどう活用していくかなど災害ボランティアセンターの役割は重要である。
この講座は、県と災害ボランティアセンターを設置する社会福祉協議会等と共催し、災害時のボランティアをコーディネートできる人材を育成するものである。
（４）災害ボランティア連絡会議
　ボランティア関係団体等を集めた情報交換会を開催することにより、各団体の連　携を深めるとともに、災害時に備える。
（５）災害時におけるボランティアセンター設置　 
災害が発生した場合の災害ボランティアセンター県本部の開設経費支援を行う。
（６）避難所運営指導者養成講座（ＨＵＧ：ハグ講座）【新規】
大規模災害が発生した場合、多くの人々が避難所での生活を強いられることにな　るため、災害時における避難所の運営を実践できる人材を平時から育成することが重要である。県民が避難所の運営を模擬体験できるＨＵＧについて、今後、県民に広く周知し、市町村独自での実施につなげることを目指す。
※ＨＵＧ：静岡県が開発した避難所運営ゲームであり、Ｈ（避難所）Ｕ（運営）Ｇ（ゲ
ーム）の頭文字を取ったもので、英語で「抱きしめる」という意味
（７）総合防災リーダー育成講座【新規】
防災に関する専門的知識を習得し、総合的な防災知識を有する防災リーダーとし　て活躍が期待できる防災スペシャリスト（防災士）を養成するための講座を実施する。
※防災士とは 
社会の様々な場で減災と社会の防災力向上のための活動が期待され、そのために　十分な意識・知識・技能を有する人を、日本防災士機構（ＮＰＯ）が認証
	２　所要経費


（１）災害図上訓練（DIG）指導者養成講座　131千円　
（２）災害図上訓練（DIG）風水害スキルアップ養成講座　529千円
（３）災害ボランティアコーディネーター養成講座　71千円
（４）災害ボランティア連絡会議　81千円
（５）災害時におけるボランティアセンター設置　165千円
（６）避難所運営指導者養成講座（HUG）137千円
（７）総合防災リーダー育成講座　1,154千円
	決定額の考え方


　要求の趣旨に沿って、所要額を精査し計上します。
	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金
負担金
	使用料
手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	1,044
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,044

	要求額
	2,268
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,268

	決定額
	2,214
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,214


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）
	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
南海トラフ巨大地震などの「超」広域災害の発生に備えるため、さらなる地域防災力の向上に取り組む中で、様々な分野における総合的な防災知識を有する防災リーダーを育成・活用していくことが急務であるため、こうした防災リーダーの育成と有効活用に取り組む。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	災害図上訓練（DIG）指導者養成講座受講者数　

	-
（H15）
	104人
（H21）
	177人
（H22）
	354人
（H23）
	毎年200人
H23～27
	177.0％


	災害図上訓練（DIG）風水害スキルアップ養成講座受講者数　
	-
（H22）
	224人
（H23）
	（H　）
	297人
（H24）
	毎年300人
H23～25
	99.0％


	災害ボランティアコーディネーター養成講座

	-
（H13）
	35人
（H21）
	41人（H22）
	62人
（H23）
	毎年70人
H23～25
	88.6％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）
	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
（１）災害図上訓練（DIG）指導者養成講座　
・平成25年2月に県内3会場で開催予定
（２）災害図上訓練（DIG）風水害スキルアップ養成講座　受講者計　297人
・第１回　平成24年6月14日（木）中濃総合庁舎
  ・第２回　平成24年6月21日（木）恵那総合庁舎
  ・第３回　平成24年6月28日（木）西濃総合庁舎
　・第４回　平成24年7月12日（木）下呂総合庁舎
（３）災害ボランティアコーディネーター養成講座
　・平成24年10月24日（水）　郡上社会福祉協議会（参加25人）
　・その他市町村においても今後、開催予定


（平成24年度の成果）
	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　県民が地域を知り、防災に関心を持つ方策としてＤＩＧは大変有効であり、風水害スキルアップ養成講座受講者に実施したアンケート結果でも大変好評であった。 


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）
	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○

	県民が地域を知り、防災に関心を持つ方策として 、ＤＩＧは大変有効な方策であり、事業の必要性が高い。 
阪神・淡路大震災以後、災害ボランティアの必要性は高まっており、大規模災害時に各地から集まる災害ボランティアを活用していくために、災害ボランティアコーディネーターの育成は重要で、事業の必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○

	今年度のＤＩＧ受講者数は、達成率99％となっており、事業効果が現れている。また、ボランティアコーディネーターについても、昨年度は88％の達成率であり、事業効果が現れている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
○

	ＤＩＧ及びボランティアコーディネーター養成講座については、受講者募集にあたり、県教育委員会、市町村及び市町村社会福祉協議会と密接に連携することにより、募集の効率化を図った。


（今後の課題）
	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
ＤＩＧは県民の防災意識向上に大変有効であるが、東日本大震災発生後、県民の防災に関するニーズは高まっており、さらなる県民のニーズに応えていくためには、幅広い防災知識を習得した人材育成が必要である。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
今後、南海トラフ巨大地震などの「超」広域災害の発生に備えるため、さらなる地域防災力の向上に取り組むとともに、様々な分野における総合的な防災知識を有する防災リーダーを育成・活用していく。


